
現状値 目標値（Ｈ30） 備考

6箇所／年 6箇所／年

１回／年 １回／年

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

現状値 目標値（Ｈ30） 備考

８校（市内全校） ８校（市内全校）

８館（市内全館） ８館（市内全館）

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

人権週間に合わせ、市内啓発広報活動や各
小・中学校での人権講話を実施している。

社会福祉課
引き続き、人権週間に合わせ、市内啓発広報
活動や各小・中学校での人権講話を実施す
る。

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

1

学校教育、成人教育、高齢者教
育、家庭教育において人権問題を
テーマに研究会や講演会・講座等
を開催します。

小・中学校や児童館で人権講話を実施した
り、入学式・PTA総会などの場で保護者に対
しても人権啓発講話などを実施している。

社会福祉課
引き続き、幅広い年代層に向け、人権問題に
関する啓発広報活動に取り組む。

施策の方向 ②人権教育の推進

数値目標

項　　目 考え方

人権講話実施小・中学校数
人権週間（１２／４～１０）にあわ
せて実施する。

人権講話実施児童館数
夏休み終了直後のタイミングで実施
する。

人権擁護委員による市内の主な商業施設での
啓発活動や広報車による市内啓発広報活動な
どを実施している。

社会福祉課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

引き続き、商業施設などでの啓発活動や広報
車などによる啓発広報活動に取り組む。

1

市民を対象に広く人権に関する理
解を深めるため、人権問題に関す
るパンフレットや啓発物品を配布
し、啓発活動を推進します。

数値目標

項　　目 考え方

街頭人権啓発活動回数
市内の主な商業施設６箇所で実施す
る。

広報車による市内啓発広報活動回数
人権擁護委員の日（６／３）にあわ
せて実施する。

施策の方向 ①人権に関する啓発活動の推進

基本目標 １　人権の尊重と男女共同参画社会に向けての意識づくり

施策 １－１　人権の尊重



進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

現状値 目標値（Ｈ30） 備考

６回／年 ６回／年

４地区 ４地区

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

1

奇数月（第２水曜日）に人権擁護
委員による人権よろず相談を実施
するとともに、随時人権に関する
相談に応じます。

奇数月に市内4地区を持ちまわりで人権よろ
ず相談、人権擁護委員の日（6月3日）に合
わせて市内4地区で特設相談を実施してい
る。

社会福祉課

引き続き、奇数月に市内4地区を持ちまわり
で人権よろず相談、人権擁護委員の日（6月
3日）に合わせて市内4地区で特設相談を実
施する。

高齢者の人権を守る観点から、高齢者虐待の
予防啓発を行い、高齢者虐待の防止・早期発
見を地域包括支援センターと連携し行ってい
く。

施策の方向 ③人権相談窓口の充実

数値目標

項　　目 考え方

人権よろず相談実施回数
奇数月に市内４地区を持ち回りで実
施する。

特設相談（人権擁護委員の日）
人権擁護委員の日（６／３）にあわ
せて市内４地区で実施する。

2

12月４日から12月10日の「人権
週間」には、人権尊重の大切さを
呼び掛け、明るく住みよい社会づ
くりを進めます。

高齢者の虐待を予防するため、高齢者虐待防
止ネットワーク協議会を年１回開催し、関係
機関の連携強化を図っている。また、高齢者
の虐待防止に関する講演会を年１回開催して
いる。

児童・生徒に対して校長講話を実施。人権に
対しての啓発活動を行っている。

学校教育課

人権擁護委員や社会福祉課などと連携を図
り、人権に関する講和や集会を積極的に行っ
ていく。各小中学校では、道徳の充実を図
る。

高齢福祉課



今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

現状維持 生涯学習課
プラン見直しを受け、現状をみて継続して活
用していく。

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

1

市が発行する広報、刊行物につい
て、性別に偏らない表現、性別によ
るイメージを固定化しない表現、男
女の対等な関係の表現等に留意し、
男女共同参画社会の実現へ寄与する
ために、ガイドラインを作成し、そ
の活用を図ります。

刊行物を発行する事業課がガイドライン（広
報活動ハンドブック・平成25年6月改訂）を
活用して取り組んでいるかどうか。

人事秘書課 継続実施。

1

男女共同参画社会の実現をテーマ
に、講演会等を開催し、市民の理解
を深め、男女共同参画を推進する意
識の醸成を図ります。講演会等の企
画、運営については、女性の会をは
じめ、市民や市民団体との協働によ
り、企画運営を行います。

えみの会を中心に、市民や市民団体との協働
により企画運営を行っている。本年度見直し
を行い、日々変わる社会に対し清須市として
の男女共同参画社会をめざしていく。

生涯学習課
現状の課題を把握し、市民団体と協働して企
画運営を継続していく。

施策の方向 ③広報物のガイドラインの作成

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

今後の方向性

継続して啓発活動を行っていく。

施策の方向 ②男女共同参画に関する講演会等の開催

基本目標 １　人権の尊重と男女共同参画社会に向けての意識づくり

施策 １－２　男女共同参画意識を高める啓発活動の充実

施策の方向 ①広報紙、ホームページ等による男女共同参画に関する啓発活動の推進

1

男女共同参画について市民の理解や
意識向上を図るため、広報紙や市の
ホームページを活用し、情報提供や
啓発活動を行います。

現状維持 生涯学習課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題



今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

必要に応じて学習の機会を企画していく。1

市民一人ひとりが男女共同参画に
ついて理解を深め、学べるよう
に、生涯学習講座や家庭教育講座
の開催など学習機会の充実を図り
ます。

今後の方向性

各小中学校では、道徳教育の充実を図るとと
もに、男女で協力して活動する機会を増やし
ていく。

現状どおり市校長会、教頭会等を通して啓発
をしていく。

今後、講座等を企画していく 生涯学習課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

施策の方向 ②男女共同参画に関する学習機会の充実

市校長会、市教頭会等の会議において啓発し
ている。

学校教育課2
子どもを指導する立場である教職
員等に対しても意識啓発を図りま
す。

基本目標 １　人権の尊重と男女共同参画社会に向けての意識づくり

施策 1-3　男女共同参画を推進する教育・学習の充実

施策の方向 ①学校等における男女平等を推進する教育の充実

1

学校等において人権尊重や男女平
等意識を育み、男女の相互理解や
協力を推進する教育の充実を図り
ます。

道徳教育や各教科の授業において取り組むよ
うに指導している。

学校教育課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題



現状値 目標値（Ｈ30） 備考

100% 100% 社会福祉課

15名／35名中
スポーツ課

5名／16名中 スポーツ課

14 14 企画政策課

0 1 産業課

12人
（23人中）

12人 生活環境課

2 2
都市計画課

2 2
都市計画課

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し 現状通り、男女の区別なく委嘱していく。

1

市の附属機関、委員会等への女性
委員の登用を積極的に進めていき
ます。また、登用状況を定期的に
調査及び公表します。

所管する委員会等は、女性委員を登用してい
る。

社会福祉課

現在の教育委員会委員は、５名中２名が女
性。
その他の学校教育関係の委員会も、男女の区

学校教育課

引き続き、所管する委員会等には、女性委員
を登用するように配慮する。

スポーツ推進委員は、定数の4割強、社会体
育施
設運営委員会は、定数の3割強で女性委員が
占めており、充分な数を確保できている。

スポーツ課 現状維持

公共用地等検討審議会への女性委員の登用人数 女性委員の登用人数を確保します。

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

女性農業委員の数 最低でも１人。

清須市ごみ減量化等推進委員会 女性委員の積極的な登用

都市計画審議会への女性委員の登用人数 女性委員の登用人数を確保します。

数値目標

項　　目 考え方

所管する委員会等への女性委員登用率 女性委員の登用を積極的に進める。

スポーツ推進委員 特に無し

社会体育施設運営委員会 特に無し

市の附属機関、委員会等への女性委員の登用率

基本目標 ２　政策・方針決定過程への男女共同参画の拡大

施策 2-1　市におけるポジティブアクションの推進

施策の方向 ①附属機関、委員会等への女性委員登用の推進

清須市第2次行政改革大綱・集中改
革プランに基づき、各種審議会等へ
の女性参画を推進するため、女性登
用率３０％以上を目標とする。



改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続
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見直し
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見直し
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継続
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見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

人事秘書課が所管している委員会等は、女性
委員を登用している。

人事秘書課 継続実施。

女性農業委員はゼロ。 産業課
農業委員は、平成26年９月に改選である。
女性農業委員が登場するよう各方面に働きか
けていく。

現状の委員を登用していく。
今後さらに同種の附属機関、委員会等の設置
機会があれば、積極的に女性登用に努める。

目標は達成していることから、今後も目標を
下回ることのないように努める。

介護認定審査会委員については、職種により
委嘱するため、女性の比率が今後どのように
変化するかは予測できない。

継続実施。

1

市の附属機関、委員会等への女性
委員の登用を積極的に進めていき
ます。また、登用状況を定期的に
調査及び公表します。

当課所管の総合計画審議会、行政改革推進委
員会、地域公共交通会議の女性委員登用率は
35.9％であり、清須市第2次行政改革大綱・
集中改革プランの目標数値である３０％は達
成している。

企画政策課

介護認定審査会委員について30人中14人が
女性委員となっている。

高齢福祉課

清須市本庁舎増築・改修工事基本設計業務プ
ルポーザル選定委会への女性委員（1名）の
登用。（平成25年8月15日選任）

平成25年に設置した「子ども・子育て審議
会」では、19人中、14人を登用している。

子育て支援課

財政課

その他の学校教育関係の委員会も、男女の区
別なく委嘱している。
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進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

防災行政課防災防犯係が所管する附属機関と
しては、防災会議・自転車等駐車対策協議会
がある。防災会議委員は、条例定数25名、
実委員数22名、女性委員は2名。自転車等駐
車対策協議会委員は、条例定数20名、実委
員数14名、女性委員は0名。いずれも、女性
委員が少ないことが課題である。

防災行政課

防災会議委員については、地域防災計画の修
正内容の中にも「女性の視点」という文言が
あるため、今後も女性の登用を積極的に増や
す必要がある。自転車等駐車対策協議会委員
も同様に考えていく必要がある。

引き続き、所管する委員会等には、女性委員
を登用するように配慮する。

現状維持。

女性委員 な 審議会等を解消

所管する委員会等で、女性委員のいない委員
会等はない。

社会福祉課

女性委員のいない審議会等はない。 スポーツ課

保険年金課 現在枠は維持していきたい。

引き続き、女性委員の登用を図っていく。

引き続き、女性委員の登用を図っていく。

都市計画審議会、公共用地等検討審議会とも
に、女性委員が登用されている。

都市計画課
委員をやめられる人が出た場合、積極的に女
性委員の登用を検討する。

1

市の附属機関、委員会等への女性
委員の登用を積極的に進めていき
ます。また、登用状況を定期的に
調査及び公表します。

現状を維持していき、必要に応じて状況を把
握していく。

生涯学習課

ごみの減量化及び再資源化等の方策を検討
し、快適で住み良い環境づくりと循環型社会
の構築を推進するために設置されたもので、
女性の会、子ども会から委員を積極的に登用
している。

生活環境課

（国民健康保険運営協議会）９名の委員はそ
れぞれ３部門の要件から３名ずつ選出され
る。法律で規定されているが、できるだけ女
性の登用も心掛け２名の方が委嘱中である。
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進捗管理から外す

継続実施。

防災会議委員は0名ではないが、自転車等駐
車対策協議会は0名であるため、女性委員の
登用を考える必要がある。

防災行政課
防災会議及び自転車等駐車対策協議会ともに
女性委員の登用を考える。

実施済み。 生涯学習課

主な取り組み

施策の方向 ②女性の管理職への登用の推進

2
女性委員のいない審議会等を解消
するように努めます。
（新規）

実施済み。 財政課 継続実施。

清須市食育会議は、会長を含め、１５人中１
２名が女性である。

産業課
３年任期であり、平成26年３月に任期満了
となる。今後の展開は未定。

目標は達成していることから、今後も目標を
下回ることのないように努める。

学校教育関係審議会には、すべて女性委員が
いる。

学校教育課 現状維持。

2
女性委員のいない審議会等を解消
するように努めます。
（新規）

当課所管の総合計画審議会、行政改革推進委
員会、地域公共交通会議の全てにおいて女性
委員を登用している。

企画政策課



今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

管理職への登用は、個人の適性や能力により
行っているため、男女の区別はしていない。
女性職員の管理職員への登用を推進しないの
ではなく、組織全体で考えて登用している。

1

個人の適性や能力を踏まえ、性別
にとらわれず管理職員への登用を
推進します。
（新規）

管理職への登用にあたり、男女の区別はして
いない。

人事秘書課

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性



今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

女性の会を中心にリーダーの参加を呼びかけ
る。

生涯学習課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

継続して参加を呼びかけていく。

基本目標 ２　政策・方針決定過程への男女共同参画の拡大

施策 2-2　女性のエンパワメントへの支援

施策の方向 ①人材の育成と確保

1

女性リーダーを育成するため、県
などが行う研修会や講座への参加
を促進します。
（新規）



今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

社会福祉協議会による高齢者を対象とした地
区サロン活動の支援をバックアップしてい
く。

2

町内会や老人クラブ、ＰＴＡ、子ど
も会など、各地域における様々な地
域活動において、男女平等の理解の
浸透を図ります。
（新規）

出前講座等にて周知活動を実施している。 高齢福祉課
出前講座等で老人クラブに職員が出向いた際
に啓発を図っていく。

1
男女がともに様々な地域活動へ参画
できるよう、啓発等を行います。

社会福祉協議会において、高齢者を対象とし
た地区サロン活動を実施している。

高齢福祉課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

男性限定で食生活改善推進員を養成してい
る。推進員の目的は地域の健康づくりである
が、まずは家族の食卓を充実させるための正
しい知識と技術の習得を目指している、調理
実習後は、家庭で料理する機会が増えてい
る。課題は、新規事業であるため参加者が少
ない。

健康推進課

施策の方向 ②地域活動等への参画の促進

今後の方向性

今後も継続して事業を展開し、父親も育児に
参加を啓発していく。

今後も再教育を通して知識を深めるよう支援
する。また、子どもから高齢者までが健全な
食生活をおくれるように食育活動に取り組
む。さらに、活動を通して家庭から地域に広
がることが期待できる。

3

男女がともに育児、介護などに関わ
ることができるよう、公共施設を改
善します。（※具体的には、男性用
のトイレへのベビーベッドの設置な
ど）
（新規）

既存の公共施設では、費用面や設備面から大
規模な改善は困難な状況にある。

財政課
今後、公共施設において新築や改修が計画さ
れる際には積極的に検討を行う。

2

男性向けの家事教室や料理教室の開
催により、男性の家庭生活への参画
を促進します。
（新規）

基本目標 ３　家庭や地域社会における男女共同参画の拡大

施策 3-1　家庭や地域における男女共同参画の促進

施策の方向 ①家庭生活における男女共同参画の促進

1

家庭において男女がともに家事、育
児、介護等について協力して取り組
むことができるよう情報提供や啓発
を行います。

児童館及び子育て支援センターでは、父親の
参加しやすい土曜日に事業を開催し、父親も
育児に参加するよう啓発している。
課題は、父親参加も呼びかける一方、父親の
いない家庭にも配慮する必要がある。

子育て支援課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題



現状値 目標値（Ｈ30） 備考

34 38 防災行政課

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

防災行政課

自主防災組織規約の中で、積極的に女性を登
用できるような項目等を増やすことを検討
し、地域に啓発をする。また、女性が積極的
に地域防災に関われるように土台作りをする
必要がある。

2

避難所などの場所において女性の
安全が確保されるよう配慮した
り、女性の視点から考えられる備
蓄品などを整備します。
（新規）

避難所運営等の女性の視点の活用は、愛知県
の地域防災計画の修正に伴い、清須市地域防
災計画においても盛り込んだ。「避難所運営
マニュアル」を作成し、地域の積極的な参加
を促している。今後女性の参加は増えてくる
だろうと考えている。

防災行政課

　ブロック自主防災組織の規約の策定率
基礎的単位としてのブロック化を推
進する

災害時においての女性の視点の重要性は、東
日本大震災においても重要視された。今後
は、女性の意見を積極的に捉えるため、防災
会議委員等への女性の活用を増やしていく。

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

1

自主防災会などの地域における防
災の取り組みに対し、女性の視点
を取り入れることができるよう支
援します。
（新規）

市内に105あった自主防災組織を38のブ
ロック組織に再編した。この取り組みは、地
域の課題を自ら解決するため、一定規模以上
の組織であるブロックを基礎的単位として組
織の強化を図った。規約を作成し、「班」と
して活動単位を作り、女性の登用を積極的に
促している。ただし、まだまだ女性の人数は
少ない。

主な取り組み

基本目標 ３　家庭や地域社会における男女共同参画の拡大

施策 3-2　防災分野における男女共同参画の促進

施策の方向 ①防災分野への女性の視点の盛り込み

数値目標
項　　目 考え方



今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実
商工会総代会 企業懇話会等の機会をとらえ商工会総代会 企業懇話会等の機会をとらえ

今後も、必要に応じた介護保険サービス（デ
イサービスやショートステイ）の利用を働き
かける。

1
保育サービスをはじめとする子育
て支援サービスや介護サービス等
の充実を行います。

・保護者のパートや病気入院などで児童の保
育が家庭で一時的に困難になったときの一時
的保育
・子育て支援センターでは子どもが健やかに
生まれ育つために環境づくりを推進し、地域
における子育て家庭及びこれから子育てを始
める家庭の支援
・低所得者に配慮した保育料の設定

子育て支援課

子どもが健やかに生まれ育つための環境づく
りの推進や低所得者に配慮した保育料の設定
など多様化する保育ニーズに応えるととも
に、保育サービス全体の活性化の子育て支援
策を充実する

今後の方向性

商工会総代会、企業懇話会等の機会をとらえ
て、情報提供、意識啓発に努める。

商工会総代会、企業懇話会等の機会をとらえ
て、情報提供、意識啓発に努める。

必要に応じた介護保険サービス（デイサービ
スやショートステイ）の利用を働きかけてい
る。

高齢福祉課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

施策の方向 ②仕事と家庭・地域生活との両立の支援

商工会総代会、企業懇話会等の機会をとらえ
て、情報提供、意識啓発に努めている。

産業課2
就労に関する法令の普及、啓発や
労働条件に関する情報提供、啓発
を行います。

基本目標 ４　男女がともに働きやすい就業環境の実現

施策 4-1　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

施策の方向 ①多様な働き方に関する情報提供・意識啓発の推進

1

仕事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）の実現ができるよ
う、多様な働き方に関して、関係
機関と連携し、就業者、事業者に
対する情報提供や意識啓発を行い
ます。

商工会総代会、企業懇話会等の機会をとらえ
て、情報提供、意識啓発に努めている。

産業課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題



見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

商工会総代会、企業懇話会等の機会をとらえ
て、周知に努めていく。

市商工会を通してパンフレット等を配布、啓
発に努めている。

子育て支援課
周知のため、広報紙、市のホームページ等に
より啓発に努める。

3
ファミリー・フレンドリー企業へ
の登録を促進します。
（新規）

商工会総代会、企業懇話会等の機会をとらえ
て、周知に努める。

産業課

商工会総代会、企業懇話会等の機会をとらえ
て、働きかけを行っていく。

広報で事業者に啓発は可能であるが、直接の
働きかけをするのは難しいと考える

子育て支援課
市産業課、商工会を通して啓発活動に努め
る。

商工会総代会、企業懇話会等の機会をとらえ
て、働きかけを行っている。

産業課



今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

2
協働経営をしている女性も認定農
業者として経営に参画することが
できる制度の普及を推進します。

尾張農林水産事務所農業改良普及課と連携を
とり、「女性認定農業者」制度の普及に努め
ている。

産業課
尾張農林水産事務所農業改良普及課と連携を
とり、「女性認定農業者」制度の普及に努め
ていく。

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

1

農業や自営業に従事する家族従業
者の労働条件や待遇等の改善に関
する「家族経営協定」等の情報提
供や啓発を行います。

尾張農林水産事務所農業改良普及課と連携を
とり、「家族経営協定」等の情報提供や啓発
に努めている。

産業課

今後の方向性

商工会総代会、企業懇話会等の機会をとらえ
て、働きかけを行っていく。

尾張農林水産事務所農業改良普及課と連携を
とり、「家族経営協定」等の情報提供や啓発
に努めていく。

2
市の入札の評価項目に男女共同参
画の視点を盛り込みます。
（新規）

産業課

施策の方向 ②農業・自営業者における労働環境の改善

基本目標 ４　男女がともに働きやすい就業環境の実現

施策 4-2　雇用の分野における男女平等の推進

施策の方向 ①男女の均等な雇用機会の確保と推進

1

国や県、関係機関等との連携によ
り、事業主に対して、男女雇用機
会均等法をはじめとする労働関連
法令の趣旨の周知を図り、適切な
運用への働きかけを行います。

商工会総代会、企業懇話会等の機会をとらえ
て、働きかけを行っている。

産業課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題



今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

あらゆる機会をとらえ、各種情報の提供に努
めている。

産業課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

あらゆる機会をとらえ、各種情報の提供に努
めていく。

基本目標 ４　男女がともに働きやすい就業環境の実現

施策 4-3　女性のチャレンジ支援

施策の方向 ①職業能力の向上や再就職への支援

1

関係機関と連携し、女性に対して
関係機関等が行う職業能力の向上
を図る研修等や再就職へのチャレ
ンジを支援するための情報提供を
行います。



今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

施策の方向 ④外国人女性への支援

主な取り組み

●１８歳未満の児童を持つひとり親の家庭へ
児童扶養手当、愛知県遺児手当、清須市遺児
手当を支給している。（所得制限あり）
●疾病などで日常生活に支障が生じている場
合に、市から委託している事業所の家庭生活
支援員を派遣し、食事の世話や住居の掃除な
ど必要な用務を行ってもらい、ひとり親家庭
への生活の安定を図っている。

子育て支援課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

年々、離婚数も増えており、低所得者が多い
ため、経済的な援助を行う必要がある。しか
しながら、市遺児手当については、他の市よ
り支給額が多いことから、県遺児手当を参考
に支給額や支給期間の短縮を検討する。ただ
し、その時点での社会情勢及び雇用状況など
を考慮し検討する.。また、就労支援として、
自立支援プログラム策定を行うなどして、就
労・自立に向けてきめ細かい支援を充実して
いく。

1

障害者の社会参加を進め、自立し
た生活が送れるよう障害の程度に
応じた適切なサービスの提供を図
ります。

アンケートなどにより福祉サービスニーズの
把握に努め、適切な福祉サービスを提供でき
るようにしている。

社会福祉課

施設入所などのニーズに対応するためのハー
ド面が不足しているため、尾張中部福祉圏域
や近隣市町との連携を強化していく必要があ
る。

施策の方向 ③ひとり親家庭への支援の充実

1

ひとり親家庭への相談や経済的支
援を行い、生活の安定と自立した
生活が送れるよう福祉サービスの
充実を図ります。

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

今後の方向性

現在の一人暮らし高齢者等に対する福祉サー
ビス事業を継続していく。

施策の方向 ②障害者の自立の支援

基本目標 ５　福祉の充実と生涯にわたる心身の健康づくり

施策 5-1　安心して生活できる福祉サービスの充実

施策の方向 ①高齢者の自立の支援

1

介護サービスの計画的な提供と福
祉サービスの充実を図り、高齢者
が自立した生活を送れるよう支援
します。

介護保険サービスのほか、市の単独事業であ
る配食サービス事業や介護保険認定非該当者
に対するヘルパー派遣事業、デイサービス事
業の提供により、高齢者が自立した生活を送
れるよう支援する。

高齢福祉課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題



今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

機会があれば有効に活用していく。
外国人も増加しているため、対応を検討して
いく。

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

1
在住外国人女性に対する情報提供
や相談支援を充実します。
（新規）

財団法人愛知県国際交流協会多文化共生セン
ター発行の「愛知生活便利帳（英語、中国
語）」、さらに電話通訳（ポルトガル語、ス
ペイン語、英語、中国語）を活用することを
推奨している。

子育て支援課



現状値 目標値（Ｈ30） 備考

1-a　38.9％
1-b　39.4％

1-a　50％
1-b　40％

健康計画により目標値
が変更になることがあ
る。

２－ａ　　15人
２－ｂ　107人

２－ａ　10人以下
２－ｂ　24年～30年
まで延べ400人受講
（フォローアップを含
む）

63人（男性会員０人）
75人
（内男性会員10人）

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

施策の方向 ②母子の健康づくりへの支援

ゲートキーパー養成講座とフォローアップ講
座の2本立てでしばらく継続していく。

3

性別や年齢に応じて市民一人ひと
りが日常的に健康づくりに取り組
めるよう関係機関と連携を図り支
援します。

健康日本２１清須計画に基づき、市民は健康
づくりに取り組めるよう支援している。健康
づくり推進協議会・市役所実務者会議・市民
ワークショップなどでその推進と見直しをし
ている。

健康推進課
平成26年度は新しい健康日本２１清須計画
を策定する年であるため、今までのデータの
分析をし、まとめて計画に反映させていく。

2

働き過ぎによるメンタルヘルスへ
の対応など、こころの健康に関す
る知識の普及を行います。
（新規）

自殺予防のための「ゲートキーパー養成講
座」を3回実施し、参加者107名中市役所職
員や企業等職域の方43名が参加した。
広報やホームページで、相談機関（来所・電
話・メール）の紹介をしている。

健康推進課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

1

女性のみの検診の機会を活用し、
女性における病気の予防や健康に
関する知識を普及します。
（新規）

市民女性がん検診を市内4か所の保健セン
ターで計28日間実施し、約2500人の市民
が受検している。この場で、乳がんの自己検
診法や骨粗しょう症の予防指導を実施してい
る。

健康推進課
子宮がんについての啓発が不足しているので
実施していく。

数値目標

項　　目 考え方

１－a.乳がん検診受診率
１－b子宮頸がん検診受診率

女性はライフサイクルを通じて男性とは
異なる健康上の問題に直面する。女性が
ん検診時に女性の健康についてもう一度
見直していただく機会にする。

２ーa　自殺者の減少
２－ｂ　ゲートキーパー養成講座等への参加者数

悩んでいる人に声かけをし、必要に応じ
て相談機関を紹介することができるゲー
トキーパーの方を増やすことで、やさし
いまち清須をめざす。

３．食生活改善推進員数
会員数の増加のみならず、男性会員が加
わることで大きな健康の輪が広がり将来
の住みよいまちづくりにつながる。

施策の方向 ①男女の健康づくりへの支援

基本目標 ５　福祉の充実と生涯にわたる心身の健康づくり

施策 5-2　生涯を通じた健康づくりへの支援



現状値 目標値（Ｈ30） 備考

25.6% 100% 健康推進課

2校 ４校 健康推進課

218人 220人 健康推進課

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

3

妊婦とその夫に対して、パパママ
教室において妊娠・出産期の健康
に関する知識を普及します。
（新規）

安心して出産を迎えられるよう「栄養・歯」
「分娩・授乳」「夫婦で子育て」をテーマに
パパママ教室を年12回開催している。父親
の育児協力が得られるよう、教室の中で父親
に妊婦体験をしてもらったり、冊子の配布を
行っている。

健康推進課

医療機関でもパパママ教室を開催している
が、妊娠・出産の知識の普及のみでなく、市
で行っている施策やサービス等の紹介や、ま
たグループワーク等を通し友達・仲間づくり
ができるよう引き続き支援していく。

1

妊娠・出産期における女性の各種
健康診査や保健指導、相談等を充
実し、安心して妊娠・出産期を過
ごせるよう支援します。

母子手帳発行時の健康相談、妊婦等健康診査
（14回）や乳児健康診査等の受診票の交付
等を行い、安心して出産できる環境を整えて
いる。若年妊娠や望まない妊娠等を含め、ハ
イリスク妊婦については、電話連絡や訪問等
行い、妊娠から出産・子育てに至るまで継続
した相談・支援が行えるようにしている。

健康推進課

妊娠期からの関わりが、その後の乳幼児期に
至るまでの関係作りにもつながる。当課のみ
でなく、子育てに関するサポートの窓口・内
容等の紹介を行う。またハイリスク妊婦いに
ついては、行政のみならず他機関とも連携し
サポートを行っていく。

2
リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツに関する情報を提供します。
（新規）

この言葉の周知度が低く、「家族計画・母子
保健・思春期保健を含む生涯を通じた性と生
殖に関する健康」という意味。現在中学生を
対象に性教育を行っているが、実施している
学校が限られており、全体には実施できてい
ない。

健康推進課

性に関する知識や性感染症の予防、望まない
妊娠等を防ぐためにも、思春期保健が重要で
あり、学校教育課等との連携が必要である。
また、ライフスタイルが多様化し、晩婚化、
高齢出産等も増加しているが、自分で家族計
画を考えることができるよう、様々な情報を
提供していくことが必要である。

市の施策やサービスの利用や、仲間作り
が、安心した出産や子育てに繋がる

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

数値目標

項　　目 考え方

１－a　ハイリスク妊婦のフォロー率
妊娠期からの関わりをもち支援をするこ
とで虐待の予防・早期発見等にも繋がる

２－a　思春期教室の開催校数
性を含めた身体を大切にする気持ちを育
むことが、生涯を通じた健康に繋がる

３－ａ　パパママ教室の参加者数



今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

あらゆる機会をとらえ、市民の意識啓発を
図っていく。

3

被害の早期発見のため、市民向け
の講座などによりＤＶや児童虐待
についての認識を深めるととも
に、被害発見時の通報の必要性に
ついて啓発します。
（新規）

児童虐待防止推進月間である11月に、毎
年、広報及びホームページに児童虐待通告の
周知に関する記事を掲載している。
DVに対応するため、平成24年度から毎日、
女性相談として、DVに対応している。

子育て支援課 継続して啓発活動を行っていく。

2
児童虐待や高齢者虐待、障害者虐
待等、あらゆる暴力を防止するた
めの市民の意識啓発を図ります。

障害者虐待防止法の施行に伴い、虐待防止セ
ンターを設置した。
児童、高齢者、障害者などにより担当部署も
変わるため、虐待に対する意識啓発を組織横
断的に図れていない。

社会福祉課
児童虐待や高齢者虐待問題を所管する担当課
との連携を図りながら、あらゆる暴力を防止
するための市民の意識啓発を図っていく。

高齢者の虐待を予防するため、高齢者虐待防
止ネットワーク協議会を年１回開催し、関係
機関の連携強化を図っている。また、高齢者
の虐待防止に関する講演会を年１回開催して
いる。

高齢福祉課
高齢者虐待防止ネットワーク協議会及び高齢
者の虐待防止に関する講演会の開催を継続し
ていく。

あらゆる機会をとらえ、市民の意識啓発を
図っている。

産業課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

1
主に女性が被害者となるDVについ
ての市民の認識を高めるための広
報、啓発活動を図ります。

DVに関するリーフレットを主要窓口に設置
している。

子育て支援課

継続してDVに関するリーフレットを主要窓
口に設置していく。
さらに広報紙及び市のホームページに広報、
啓発活動を図っていく。

基本目標 ６　あらゆる暴力の根絶

施策 6-1　ＤＶの防止に向けた情報提供や啓発

施策の方向 ①暴力根絶のための啓発の充実



今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

特に取り組んでいない。 子育て支援課
高校および大学から講座の要請等があった場
合に対応していく。

施策の方向 ②若年層に対する予防啓発

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

1

若い男女間で起きているデートＤ
Ｖに対応するため、高校や大学な
どに対し出前講座を実施します。
（新規）



今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

虐待通報等があった場合には、庁内関係部署
や児童相談所などの他機関とも連携しなが
ら、情報共有を図り、被害者への支援を行っ
ている。

社会福祉課

引き続き、庁内関係部署や警察、他の関係機
関や団体等との連携体制を確立し、情報共有
を図るとともに、被害者への支援体制整備に
取り組む。

施策の方向 ③連携体制の充実

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

1

広報紙、市のホームページなどに
より、各種相談窓口の開設状況を
利用者に周知します。
（新規）

各種相談窓口について、広報・ホームページ
を利用し、市民に周知している。

全課 引き続き、周知を推進していく。

平成24年度から県の女性相談が廃止された
ことに伴い、市で対応できるよう相談員を配
置した。
相談員の資質向上を図るため、積極的に研修
に参加している。

子育て支援課 今後も積極的に研修に参加させていく。

施策の方向 ②相談業務の周知・啓発

主な取り組み

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

1

相談員への研修機会の充実し、相
談員の資質の向上を図ることによ
り、ＤＶ被害者の二次被害を防止
します。
（新規）

市採用の学校スクールカウンセラーには、年
２回研修実施。家庭教育相談員は、子育て支
援課と連携を取りながら対応している。

学校教育課
現状通り各学校は、スクールカウンセラー、
家庭教育相談員、子育て支援課等と連携を蜜
に取りながら対応していく。

基本目標 ６　あらゆる暴力の根絶

施策 6-2　相談・連携体制の整備・充実

施策の方向 ①相談体制の整備・強化



進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

警察、女性相談センター等の証明書により住
民票、戸籍附票の制限をしている。また、防
災行政課へ選挙人名簿の閲覧制限や他の部署

市民課 継続実施。

情報共有に努めていく。

家庭相談員2名、女性相談員１名を配置し、
児童虐待や児童の養育問題などの相談及び
DVを含めた女性の相談を受けている。
相談内容により関係機関と連携しながら対応
している。

子育て支援課
今後も各関係機関と連携しながら継続してい
く。

現状通り生徒指導推進協議会の充実を図ると
ともに、関係機関と連携して対応していく。

高齢者虐待の相談窓口である市役所（高齢福
祉課）と地域包括支援センターにおいて通報
を受け付けており、ケース内容により介護
サービス事業所や警察と連携をし対応してい
る。

高齢福祉課
今後も高齢者虐待事案については、介護サー
ビス事業所や警察と連携をし対応していく。

連携体制の充実を図る。

1

庁内関係部署や、警察等、他の機
関期間、団体との連携体制を確立
し、情報共有を図るとともに、被
害者への支援体制を確認します。
（新規）

目標を達成するために必要な事項を調査研究
する。

財政課

情報共有に努めている。 産業課

1

庁内関係部署や、警察等、他の機
関、団体との連携体制を確立し、
情報共有を図るとともに、被害者
への支援体制を確認します。
（新規）

生徒指導推進協議会においてPTA、警察、防
犯協会、民生児童委員と連携をとり生徒指導
を推進している。
家庭教育相談員（教員OB・警察OB）を設置
し、家庭内での暴力等の相談時には、関係機
関と連携を取っている。

学校教育課

特に問題なし。 スポーツ課 連携を密にする。



改善

進捗管理から外す

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

災行政課 選挙人名簿の閲覧制限や他の部署
へCOKASで警告を知らせている。

市役所内の横の連携が取れているとは、とて
もいえる状況ではないと思われる。最低でも
横の連絡及び情報共有ができるような体制を
整える必要がある。

防災行政課
　市役所内の横の連携及び情報共有が確立で
きるようなシステムの構築が必要。プロジェ
クトチームの立ち上げが必要。



今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

今後の方向 担当課

継続

充実

見直し

改善

進捗管理から外す

今後も、被害者の立場に立った支援を行って
いく。

施策の方向 ②自立支援体制の確立

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

1

ＤＶ被害者が自立した生活を送れ
るよう、相談支援・経済的援助な
ど各種の長期的な支援を行いま
す。
（新規）

子育て支援課

主な取り組み

Ｎｏ． 取り組み 現状・課題 今後の方向性

今後も各関係機関と連携しながら継続してい
く。

DV被害者から相談があり加害者からの暴力
から身を守りたい意思があった場合、一時保
護し、関係機関と連携し、母子生活支援施設
へ入所させている。

母子生活支援施設には、仕事や育児、健康、
家族関係、将来の生活設計のことなど、さま
ざまな心配ごとを相談できる母子指導員が配
置されており、母子の生活指導を行う自立し
た生活を送れるよう、相談支援・経済的援助
など各種の長期的な支援を行っている。さら
に、利用者の方と一緒に自立に向けた計画を
作り、支援している。

子育て支援課

基本目標 ６　あらゆる暴力の根絶

施策 6-3　被害者に対する支援の推進

施策の方向 ①一時的な保護、支援の実施

1

被害者を一時的に保護し、加害者
から離れて、自立して生活できる
ように関係機関と連携し、施設の
入所、就職の斡旋等を行います。
（新規）
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